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使い勝手がよい反面で問題も…

役員借入金の留意点と
返済･解消法

　
貴
社
の
決
算
書
に
「
代
表
者
勘
定
」

は
あ
り
ま
す
か
？

　
代
表
者
勘
定
と
は
、
そ
の
名
前
の
と

お
り
、
法
人
の
代
表
者
に
対
す
る
債

権
・
債
務
の
こ
と
を
指
し
ま
す
。
通
常

の
決
算
書
で
は
、「
短
期
貸
付
金
」
や

「
短
期
借
入
金
」
の
名
称
で
表
示
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
多
い
の
で
、
決
算
書
を

見
た
だ
け
で
は
わ
か
ら
な
い
か
も
し
れ

ま
せ
ん
が
、
決
算
書
の
添
付
資
料
で
あ

る
勘
定
科
目
内
訳
明
細
書
に
は
、
そ
の

中
身
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
も
し
、
貴
社
の
勘
定
科
目
内
訳
明
細

書
に
代
表
者
や
代
表
者
の
親
族
（
以

下
、「
代
表
者
」
と
い
い
ま
す
）
の
名

前
が
あ
る
場
合
に
は
注
意
が
必
要
で

す
。
本
稿
で
は
、
負
債
側
に
代
表
者
勘

定
が
あ
る
場
合
（
以
下
、「
役
員
借
入

金
」
と
い
い
ま
す
）
の
留
意
点
に
つ
い

て
説
明
し
ま
す
。

役
員
借
入
金
の

留
意
点

　
役
員
借
入
金
は
、
代
表
者
が
会
社
に

資
金
を
貸
し
付
け
て
い
る
状
態
で
す
。

資
本
金
や
法
定
準
備
金
な
ど
の
法
的
拘

束
力
を
持
つ
「
株
主
資
本
」
と
は
異
な

り
、
利
息
や
返
済
期
限
を
自
由
に
設
定

で
き
る
「
負
債
」
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

オ
ー
ナ
ー
企
業
に
と
っ
て
は
使
い
勝
手

の
よ
い
手
法
の
１
つ
と
な
り
ま
す
。

　
一
方
で
、
負
債
で
あ
る
が
ゆ
え
に
次

の
よ
う
な
問
題
点
も
あ
り
ま
す
。

⑴
　資
金
繰
り
の
問
題 

　
役
員
借
入
金
が
あ
る
と
い
う
こ
と

は
、
何
ら
か
の
理
由
で
会
社
の
資
金
が

不
足
し
、
代
表
者
個
人
の
資
金
を
会
社

に
貸
し
付
け
て
い
る
状
態
で
す
。

　
一
時
的
な
資
金
繰
り
の
た
め
の
貸
付

け
で
あ
れ
ば
、
問
題
と
な
る
こ
と
は
あ

り
ま
せ
ん
（
そ
の
場
合
、
役
員
借
入
金

は
短
期
的
に
解
消
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ

ま
す
）。
し
か
し
、
慢
性
的
に
役
員
借

入
金
が
計
上
さ
れ
て
い
る
状
況
は
、
会

社
の
資
金
繰
り
に
問
題
が
あ
る
可
能
性

が
あ
り
、
好
ま
し
い
状
況
で
あ
る
と
は

い
え
ま
せ
ん
。

　
役
員
借
入
金
が
生
じ
た
の
に
は
、
さ

ま
ざ
ま
な
理
由
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ

の
要
因
を
分
析
し
て
、
適
切
に
対
応
す

る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
え
ま
す
。 

⑵
　相
続
税
課
税
の
問
題 

　
役
員
借
入
金
は
、
会
社
側
か
ら
す
れ

ば
「
債
務
」
で
す
が
、
代
表
者
側
か
ら

す
る
と
会
社
に
対
す
る
「
債
権
」
で
あ

り
、
相
続
税
が
課
税
さ
れ
る
財
産
（
以

下
、「
代
表
者
貸
付
金
」
と
い
い
ま
す
）

と
な
り
ま
す
。

　
一
般
に
企
業
オ
ー
ナ
ー
の
相
続
財
産

は
、「
自
社
株
式
」
の
占
め
る
割
合
が

高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
「
自

利息や返済期間を自由に設定できることから、役員借入金は、特にオーナー企業にと
っては使い勝手のよい資金調達手法です。しかし注意すべき点も少なくありません。
ここでは、役員借入金の留意点と、これを返済･解消する際の留意点を解説します。

鐘ヶ江　輝臣
リブラ会計事務所
税理士
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社
株
式
」
の
相
続
税
の
評
価
額
は
、
相

続
税
法
で
定
め
ら
れ
た
評
価
方
法
（
以

下
、「
相
続
税
評
価
額
」
と
い
い
ま
す
）

で
算
定
す
る
た
め
、
会
社
の
「
時
価
純

資
産
」
ほ
ど
高
い
評
価
額
に
な
ら
な
い

こ
と
が
ほ
と
ん
ど
で
す
。

　

詳
細
は
省
略
し
ま
す
が
、
相
続
税
評

価
額
で
は
、
時
価
純
資
産
に
よ
る
評
価

方
法
の
ほ
か
に
、
評
価
会
社
の
「
配
当

金
額
」「
利
益
金
額
」
お
よ
び
「
簿
価

純
資
産
」
と
い
っ
た
財
務
情
報
と
、
類

似
す
る
業
種
を
営
む
上
場
会
社
の
「
株

価
」
や
「
財
務
情
報
」
と
を
比
準
さ
せ

て
評
価
額
を
算
定
す
る
方
法
が
採
用
さ

れ
て
い
ま
す
。
多
く
の
中
小
企
業
で

は
、
配
当
を
行
な
っ
て
い
な
い
こ
と

や
、
簿
価
純
資
産
に
は
資
産
の
含
み
益

が
反
映
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
時
価
純

資
産
と
比
べ
て
低
い
評
価
額
と
な
る
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

　

一
方
で
「
代
表
者
貸
付
金
」
の
相
続

税
評
価
額
は
、
元
本
価
額
（
債
権
の
額

面
）
に
よ
る
評
価
を
原
則
と
し
、
代
表

者
貸
付
金
が
回
収
不
能
ま
た
は
回
収
が

著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
れ

ら
の
金
額
を
元
本
価
額
か
ら
控
除
し
て

評
価
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

詳
細
は
省
略
し
ま
す
が
、
相
続
税
評

価
額
で
は
、
単
に
債
務
超
過
で
あ
る
と

い
う
事
実
の
み
で
は
、「
回
収
不
能
ま

た
は
回
収
が
著
し
く
困
難
で
あ
る
場
合

に
該
当
し
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
多
く
の
ケ
ー
ス
で
は
、
代
表
者
貸

付
金
は
元
本
価
額
に
よ
り

0

0

0

0

0

0

0

評
価
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
債
務
超
過
の
会
社
の
場

合
、
自
社
株
式
の
評
価
額
は
ゼ
ロ
円

（
株
式
や
出
資
は
有
限
責
任
で
あ
り
、

出
資
額
の
範
囲
に
お
い
て
の
み
責
任
を

負
う
た
め
）
と
な
る
一
方
で
、
代
表
者

貸
付
金
は
元
本
価
額
で
評
価
し
て
相
続

税
額
を
納
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

債
務
超
過
の
会
社
か
ら
は
返
済
を
受

け
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合
も
多
い

た
め
、
代
表
者
貸
付
金
に
対
し
て
相
続

税
が
課
税
さ
れ
た
と
し
て
も
、
相
続
税

の
納
税
資
金
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
な

い
と
い
う
問
題
が
発
生
し
ま
す
。

役
員
借
入
金
の

解
消
方
法

⑴
　
役
員
報
酬
の
引
下
げ

　

役
員
借
入
金
の
解
消
方
法
の
１
つ

に
、
代
表
者
に
対
す
る
役
員
報
酬
を
引

き
下
げ
、
引
き
下
げ
た
金
額
を
役
員
借

入
金
の
返
済
に
充
て
る
方
法
が
考
え
ら

れ
ま
す
。

　

役
員
借
入
金
の
返
済
は
、
役
員
報
酬

と
は
異
な
り
、
代
表
者
に
課
税
関
係
が

生
じ
る
こ
と
は
な
く
、
役
員
報
酬
に
係

る
社
会
保
険
料
の
負
担
も
減
ら
す
こ
と

が
で
き
ま
す
（
図
表
１
）。

　

な
お
、
役
員
報
酬
の
引
下
げ
に
は
次

の
よ
う
な
留
意
点
が
あ
り
ま
す
。

①�　
役
員
借
入
金
の
解
消
ま
で
時
間
が

か
か
る
場
合
が
あ
る

　

役
員
報
酬
を
減
額
し
て
、
そ
の
分
で

役
員
借
入
金
の
返
済
に
充
て
る
た
め
、

多
額
の
役
員
借
入
金
が
あ
る
会
社
の
場

合
、
全
額
を
解
消
す
る
ま
で
時
間
が
か

か
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
代
表
者
の
相
続
開
始
ま

で
の
期
間
が
あ
ま
り
な
い
場
合
や
、
資

金
繰
り
等
の
理
由
か
ら
役
員
報
酬
の
支

給
が
な
い
場
合
に
は
、
本
解
消
方
法
は

適
当
で
は
な
い
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

②�　
個
人
と
法
人
の
税
負
担
の
合
計
が

増
加
す
る
場
合
が
あ
る

　

代
表
者
の

収
支
は
、
代

表
者
貸
付
金

の
減
額
部
分

を
借
入
金
の

返
済
と
し
て

受
領
す
る
た

め
、
収
入
合

計
（
図
表
１

③
欄
）
は
変

わ
り
ま
せ
ん

が
、
役
員
報

酬
の
減
額
に

伴
い
代
表
者

が
負
担
す
べ
き
所
得
税
額
は
減
少
す
る

た
め
、
代
表
者
の
手
取
額
（
図
表
１
⑥

欄
）
は
増
加
し
ま
す
。

　

会
社
の
損
益
計
算
書
は
、
役
員
報
酬

を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
よ
り
税
引
前
利

益
が
増
加
す
る
た
め
、
会
社
に
対
し
て

課
税
さ
れ
る
法
人
税
額
（
図
表
１
⑪

欄
）
が
増
加
し
ま
す
。
ま
た
、
税
引
後

利
益
も
増
加
す
る
た
め
（
図
表
１
⑬

欄
）、
会
社
の
内
部
に
留
保
さ
れ
る
金

額
も
増
加
し
、
自
己
資
本
比
率
も
上
昇

し
ま
す
。

　

所
得
税
と
法
人
税
は
税
率
が
異
な
る

た
め
、
法
人
税
よ
り
も
所
得
税
の
ほ
う

が
税
率
が
低
い
場
合
に
は
、
会
社
が
繰

越
欠
損
金
を
保
有
し
て
い
る
場
合
を
除

き
、
個
人
と
法
人
の
税
金
合
計
（
図
表

図表１�　役員報酬を引き下げて役員借入金
を返済する場合
代表者の収支 引下げ前 引下げ後

役員報酬（下記⑧より） ① 6,000 3,000
貸付金返済 ② ─ 3,000
収入合計（＝①＋②） ③ 6,000 6,000
所得税等 ④ 1,200 450
（所得税率） ⑤（20.0%）（15.0%）
手取額（＝③－④） ⑥ 4,800 5,550

会社の損益計算書 引下げ前 引下げ後
売上高 ⑦ 15,000 15,000
役員報酬 ⑧ 6,000 3,000
その他経費 ⑨ 8,000 8,000
税引前利益（＝⑦－⑧－⑨）⑩ 1,000 4,000
法人税 ⑪ 300 1,200
（法人税率） ⑫（30.0%)（30.0%）
税引後利益（＝⑩－⑪） ⑬ 700 2,800

税金合計（④＋⑪） ⑭ 1,500 1,650

単位：千円
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表
者
が
債
権
放
棄
を
行
な
う
と
仮
定
し

ま
す
。

②　
債
権
放
棄
に
よ
る
影
響

　

代
表
者
が
借
入
金
の
全
額
を
債
権
放

棄
す
る
場
合
、
債
務
超
過
の
状
態
が
解

消
さ
れ
、
図
表
２
②
の
よ
う
に
資
産
超

過
の
会
社
と
な
り
ま
す
。
会
社
の
株
式

の
価
値
を
純
資
産
で
評
価
す
る
と
、
債

権
放
棄
に
よ
り
株
式
の
価
値
が
増
加
し

て
評
価
額
が
算
定
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
株
式
の
価
値
増
加
は
、
代
表
者

の
行
為
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で
あ
る
た

め
、
代
表
者
が
保
有
す
る
株
式
の
価
値

の
み
が
増
加
す
れ
ば
問
題
と
は
な
り
ま

せ
ん
が
、
株
主
の
権
利
は
平
等
で
あ
る

解
消
方
法
は
有
効
な
方
法
の
１
つ
と
な

り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
代
表
者
以
外
の
株
主
が
存

在
す
る
場
合
に
は
「
跳
ね
返
り
贈
与

（
株
主
間
贈
与
）」
に
留
意
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
次
の
よ
う
な
ケ
ー
ス

で
す
。

①　
債
権
放
棄
前

　

債
務
超
過
の
会
社
の
場
合
、
図
表
２

①
の
よ
う
に
会
社
の
株
式
の
相
続
税
評

価
額
は
ゼ
ロ
円
と
な
り
ま
す
。
会
社
に

は
期
限
切
れ
と
な
る
繰
越
欠
損
金
も
あ

る
こ
と
か
ら
、
代
表
者
貸
付
金
に
対
す

る
相
続
税
課
税
を
回
避
す
る
た
め
、
代

１
⑭
欄
）
が
増
加
し
て
し
ま
い

ま
す
。

③�　
役
員
報
酬
引
下
げ
に
よ
る

会
社
の
損
金
算
入
に
影
響
が

生
じ
る
可
能
性
が
あ
る

　

役
員
報
酬
の
引
下
げ
時
期
に

よ
っ
て
は
、
定
期
同
額
給
与
に

該
当
し
な
い
た
め
、
役
員
報
酬

が
損
金
不
算
入
と
な
る
可
能
性

や
、
最
終
報
酬
月
額
が
減
少
す

る
た
め
、
役
員
退
職
金
の
損
金

算
入
限
度
額
に
も
影
響
が
生
じ

る
可
能
性
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑵
　
債
権
放
棄

　

２
つ
目
の
方
法
と
し
て
、
代

表
者
貸
付
金
を
放
棄
す
る
（
以

下
、「
債
権
放
棄
」
と
い
い
ま
す
）
と

い
う
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

代
表
者
が
債
権
放
棄
を
行
な
っ
た
場

合
、
会
社
は
役
員
借
入
金
の
返
済
義
務

を
免
れ
る
た
め
、
債
権
放
棄
を
受
け
た

金
額
は
会
社
の
利
益
（
以
下
、「
債
務

免
除
益
」
と
い
い
ま
す
）
と
な
り
、
当

該
利
益
に
対
し
て
法
人
税
が
課
税
さ
れ

ま
す
。

　

も
っ
と
も
、
こ
の
債
務
免
除
益
の
金

額
が
会
社
の
繰
越
欠
損
金
の
範
囲
内
で

あ
れ
ば
、
債
務
免
除
益
と
繰
越
欠
損
金

が
打
ち
消
さ
れ
て
納
税
は
生
じ
ま
せ

ん
。
た
と
え
ば
、
期
限
切
れ
と
な
る
欠

損
金
を
保
有
し
て
い
る
場
合
に
は
、
本

た
め
、
株
式
の
保
有
割
合
に
応
じ
て
評

価
額
に
反
映
さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

税
法
上
は
、
こ
の
株
主
間
の
株
式
の

価
値
移
転
に
つ
い
て
は
、
株
主
間
で
贈

与
を
行
な
っ
た
も
の
と
み
な
す
（
以

下
、「
み
な
し
贈
与
」
と
い
い
ま
す
）

と
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
本
事
例
の
場

合
に
は
、
代
表
者
が
代
表
者
の
子
に
対

し
て
株
式
の
価
値
移
転
相
当
額
を
贈
与

し
た
も
の
と
し
て
、
代
表
者
の
子
に
対

し
て
贈
与
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
株
式
の
相
続
税
評
価
額
は
、

前
述
の
と
お
り
、
時
価
純
資
産
以
外
の

方
法
も
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
実

際
に
課
税
さ
れ
る
価
値
移
転
相
当
額

図表２　債権放棄を行なう場合

株主 持分 評価額
代表者 70% ─
代表者の子 30% ─
合計 100% ─

③債権放棄後（借入金の一部を債権放棄する場合）

［貸借対照表］

代表者からの借入金（20百万円）

その他の負債
（80百万円）

資産
（100百万円）

①債権放棄前
株主構成 持分 評価額
代表者 70% ─
代表者の子 30% ─
合計 100% ─

［貸借対照表］

代表者からの借入金
（50百万円）

その他の負債
（80百万円）

資産
（100百万円）

株主 持分 評価額
代表者 70% 14百万円
代表者の子 30% 6百万円
合計 100% 20百万円

［貸借対照表］

②債権放棄後（借入金の全額を債権放棄する場合）

資産
（100百万円）

債務超過（30百万円）

債務超過解消

純資産（20百万円）

その他の負債
（80百万円）
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た
め
、
た
と
え
ば
、
代
表
者
の
役
員
貸

付
金
を
代
表
者
の
子
に
生
前
に
贈
与
す

る
こ
と
で
、
代
表
者
の
相
続
財
産
を
減

少
さ
せ
、
相
続
税
の
負
担
を
減
少
さ
せ

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
贈
与
税
は
、
財
産
の
贈
与

に
よ
り
受
け
た
者
（
以
下
、「
受
贈
者
」

と
い
い
ま
す
）
が
贈
与
税
を
支
払
う
必

要
が
あ
り
ま
す
が
、
代
表
者
貸
付
金
は

会
社
に
対
す
る
債
権
で
あ
る
た
め
、
金

銭
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
と
異
な
り
、

贈
与
を
受
け
た
財
産
の
な
か
か
ら
贈
与

税
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

こ
の
た
め
、
代
表
者
貸
付
金
の
贈
与

の
場
合
に
は
、
受
贈
者
が
別
途
、
納
税

資
金
を
用
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
贈
与
税
に
つ
い
て
は
年
１
１

０
万
円
の
基
礎
控
除
が
認
め
ら
れ
て
い

る
た
め
、
当
面
の
対
策
と
し
て
、
基
礎

控
除
額
の
範
囲
内
で
生
前
贈
与
の
対
策

を
し
て
お
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

も
し
、「
代
表
者
」
か
ら
「
代
表
者

の
子
」
へ
の
生
前
贈
与
に
よ
り
「
代
表

者
か
ら
の
借
入
金
」
を
「
代
表
者
の
子

か
ら
の
借
入
金
」
と
す
る
こ
と
が
で
き

れ
ば
、
図
表
３
の
よ
う
に
あ
わ
せ
て
株

式
も
贈
与
（
債
務
超
過
の
た
め
株
式
の

相
続
税
評
価
額
は
ゼ
ロ
円
）
し
、
そ
の

う
え
で
債
権
放
棄
を
行
な
え
ば
、
み
な

し
贈
与
課
税
も
な
く
、
会
社
の
財
務
状

況
を
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

贈
与
に
よ
る
課
税
は
生
じ
な
い
と
考
え

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
依
然
と
し
て
代
表
者
か
ら

の
借
入
金
（
２
０
０
０
万
円
）
は
残
る

た
め
、
こ
ち
ら
に
つ
い
て
は
引
き
続
き

の
対
策
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

⑶
　
貸
付
金
の
生
前
贈
与

　

⑴
と
⑵
で
解
説
し
た
解
消
方
法
は
、

返
済
や
債
権
放
棄
に
よ
り
代
表
者
貸
付

金
を
減
少
さ
せ
る
方
法
で
す
が
、
役
員

報
酬
の
支
給
が
な
い
場
合
や
会
社
に
繰

越
欠
損
金
が
な
い
場
合
に
は
、
採
用
す

る
こ
と
が
難
し
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

相
続
税
は
、（
代
表
者
の
）
相
続
財

産
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
も
の
で
あ
る

は
、
本
事
例
の
よ
う
に
純
資
産
価
額
の

価
値
増
加
分
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
ま

せ
ん
。

③　
債
務
超
過
の
範
囲
内
の
場
合

　

上
記
②
の
事
例
は
、
代
表
者
か
ら
の

借
入
金
の
全
額
（
５
０
０
０
万
円
）
を

放
棄
し
た
た
め
、
債
権
放
棄
後
に
会
社

が
資
産
超
過
と
な
り
、
み
な
し
贈
与
課

税
が
生
じ
て
い
ま
す
が
、
図
表
２
③
の

よ
う
に
代
表
者
か
ら
の
借
入
金
の
一
部

（
３
０
０
０
万
円
）
の
債
権
放
棄
を
行

な
う
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、
債
権
放
棄
後
も
資
産
超

過
と
は
な
ら
な
い
た
め
、
株
式
の
相
続

税
評
価
額
は
ゼ
ロ
円
と
な
り
、
み
な
し

⑷
　
そ
の
他
の
解
消
方
法

　

そ
の
他
の
解
消
方
法
と
し
て
は
、

⃝
�

デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ

（
役
員
借
入
金
を
会
社
に
現
物
出
資

し
て
役
員
借
入
金
を
株
式
に
変
更
す

る
手
法
）

⃝
�

第
二
会
社
方
式
（
過
剰
債
務
を
抱
え

て
経
営
難
に
陥
っ
て
い
る
会
社
か
ら

採
算
性
の
よ
い
事
業
だ
け
を
会
社
分

割
や
事
業
譲
渡
に
よ
っ
て
別
会
社
へ

分
離
す
る
こ
と
で
優
良
事
業
の
存
続

を
図
り
、
不
採
算
事
業
・
過
剰
債
務

と
と
も
に
残
さ
れ
た
旧
会
社
を
清
算

な
ど
し
て
し
ま
う
事
業
再
生
手
法
）

な
ど
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
一
般
に
中
小
企
業
の
役
員

借
入
金
の
解
消
方
法
と
し
て
は
使
用
さ

れ
な
い
た
め
、
詳
細
は
省
略
し
ま
す
。

＊
　
＊
　
＊

　

役
員
借
入
金
に
対
し
て
相
続
税
が
課

税
さ
れ
る
と
い
う
認
識
が
な
い
こ
と
も

多
く
、
会
社
の
業
績
が
よ
く
な
い
た
め

相
続
税
と
は
無
縁
で
あ
る
と
思
わ
れ
て

い
た
ケ
ー
ス
で
も
、
思
わ
ぬ
税
負
担
が

生
じ
た
と
い
う
事
例
を
耳
に
し
ま
す
。

　

代
表
者
勘
定
が
な
け
れ
ば
上
記
の
よ

う
な
問
題
は
生
じ
ま
せ
ん
の
で
、
ま
ず

は
、
自
社
の
決
算
書
に
代
表
者
勘
定
が

あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
と
こ
ろ
か

ら
、
検
討
さ
れ
て
み
て
は
い
か
が
で
し

ょ
う
か
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

か
ね
が
え
　
て
る
お
み　

福
岡
市
博
多
区
の
リ
ブ
ラ
会
計
事
務
所
の
代
表
税
理
士
。
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
や
中
堅
企
業
の

経
営
管
理
支
援
や
事
業
承
継
、富
裕
層
の
相
続
対
策
・
相
続
税
申
告
な
ど
の
幅
広
い
業
務
に
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
。

図表３　代表者の子が債権放棄する場合

株主構成 持分 評価額
代表者 0% ─
代表者の子 100% 20百万円
合計 100% 20百万円

②債権放棄後

［貸借対照表］

純資産（20百万円）

負債
（80百万円）資産

（100百万円）

株主 持分 評価額
代表者 0% ─
代表者の子 100% ─
合計 100% ─

①株式・貸付金の贈与後

［貸借対照表］

代表者の子からの借入金（20百万円）

負債
（80百万円）

資産
（100百万円）
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